
１．道内のプロジェクト
GX金融・資産運用特区
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ＧＸ金融コンソーシアム 「Team Sapporo-Hokkaido」

本道がGX金融・資産運用特区に決定

世界中からGXに関する資金・人材・情報が北海道・札幌に
集積するアジア・世界の「金融センター」を実現

令和５年６月設置

産学官金２１機関で構成産 官学 金

Team Sapporo-Hokkaido （チーム 札幌-北海道）

ＧＸの
官民投資
（今後10年間） 150兆円超

国内

呼び込み

道内

４０兆円

本道の国内随一の再エネポテンシャルを最大限活用

「GX金融・資産運用特区」について
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「GX金融・資産運用特区」について

規制緩和や税制優遇等によりＧＸ関連投資を加速

出典：北海道電力株式会社ＨＰ 出典：日本ＣＣＳ調査株式会社ＨＰ

出典：㈱アルゴグラフィックス提供出典：さくらインターネット㈱提供

①規制緩和等(札幌市)
行政手続の英語対応(住民登録・住民票、
印鑑登録・印鑑証明書の英語化)

②税制優遇等(道税・市税)
金融機能の強化集積、ＧＸ産業集積

③高機能オフィス確保(容積率緩和等)
④丘珠空港のビジネスジェット利用促進
⑤諸外国から新千歳空港への直行便の拡充

⑦インターナショナルスクール誘致、新たな国際
バカロレア(海外大学でも通用する国際教育
プログラム)導入校の設置検討

⑧キャッシュレス化の促進

⑨外国人の安全・快適な移動に資する案内
サイン等の充実

⑩海外資産運用会社等の誘致強化

⑪ＧＸ事業を行う企業の誘致強化・ビジネス
マッチング拡充

⑫スタートアップ創出・育成強化、ビジネス
マッチング拡充

⑬ＧＸ情報プラットフォームの構築、ＧＸ事業認証
制度の創設

⑭人材確保・人材育成の強化
(普及啓発・情報発信)

⑮ＧＸ、環境金融関連の国際会議・イベント等
による情報発信強化

⑥ビジネス・暮らしの英語ワンストップ相談窓口の開設
・英語でビジネス及び従業員の暮らしに関する相談対応 ・英語対応専門の士業確保
・英語対応可能な保育、教育、病院等の情報提供 ・各種手続きの代行サービス

（１）地域の主体的な取組

快適なビジネス環境の整備 魅力溢れる生活環境の整備
誘致活動・情報発信の強化

スタートアップ・人材育成の強化
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インフラ投資等の知見を有する投資家誘致・育
成等のための、専門外国人材受入れに係る在留
資格緩和 など

高度人材
確保

金融機関が、地域のGX産業振興等に向けて期待
される役割をより果たせるよう「一定の銀行業
高度化等会社」の枠組みを活用した措置の実施

海外企業等が事業をしやすい環境を整備するた
めの、英語による行政手続きの届け出等の実施
など

金融
関係

英語行政
手続き

資金調達・
金融支援

「AI実装の先進地」を目指し、スタートアップ
を育成・誘致しながら広大な大地等を活かした
多数の実証実験の実施

「水素サプライチェーン」構築のための、圧縮
水素に係る貯蔵上限規制の緩和 など

「洋上風力発電」拡大のための、外国船籍の船
舶の利用や環境影響評価等に関する規制の緩和
など

ＧＸ
関係

風力・
再エネ

ＡＩ・
スタート
アップ

水素

（２）国への要望事項（規制の特例措置等）
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２．道の支援策
北海道ＧＸ推進税制

5



◆対象事業

ＧＸ事業（北海道全域） 金融事業（札幌市域）

再生可能エネルギー （太陽光、風力、中小水力、バイオマス、地熱等）

電気・水素運搬船

洋上風力 合成燃料 水素 蓄電池

次世代半導体 データセンター 海底直流送電

上記の分野ごとに規則で定める業種に関する事業
（研究開発、製品の開発・生産・製造、役務提供等）

金融商品取引業のうち、GX産業への投資を呼び込
む事業（投資取引仲介、ファンド募集、投資助言、投資
運用等）

金融機能の強化集積に資するフィンテック（デジタル
技術を用いて金融サービスを提供する事業）

◆対象税目・優遇内容

最大10年間免除

※１～５年目：最大全額免除
６～10年目：最大1/2免除

※不動産取得税は、
取得時最大全額免除

ＧＸ
事業

＜道税＞法人道民税（※均等割除く）、法人事業税
＜札幌市税＞法人市民税（※均等割除く）、事業所税道内で新たにＧＸ事業

を営む事業者

工場や事務所等の設備投資を行う場合
＜道税＞不動産取得税、道固定資産税
＜札幌市税＞都市計画税、固定資産税

既に道内でＧＸ事業を
営む事業者

金融
事業

最大10年間免除

※札幌市税の免除を受けるには、札幌市への手続が必要です。

札幌市内で新たに金
融事業を営む事業者

＜道税＞法人道民税（※均等割除く）、法人事業税
＜札幌市税＞法人市民税（※均等割除く）、事業所税

※法令の遵守、また、地域との合意形成がなされていることが確認できる事業を対象とします。

北海道GX推進税制について
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２．道の支援策
北海道ＧＸ地域未来投資促進基本計画
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基本計画の対象区域

●市町村の参画意向を踏まえ、本計画の対
象区域を167市町村（35市120町12村/93.3%）に決定。

札幌市

江別市

千歳市

恵庭市

北広島市

石狩市

当別町新篠津村

函館市
北斗市

松前町 福島町

知内町

木古内町

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

今金町

せたな町

小樽市

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町 ニセコ町

真狩村
留寿都村

喜茂別町

京極町

倶知安町

共和町

岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村
夕張市

岩見沢市

美唄市

芦別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市歌志内市

深川市

南幌町

奈井江町
上砂川町

由仁町
長沼町

栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町

雨竜町
北竜町

沼田町

旭川市

士別市

名寄市

富良野市

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町

東川町

美瑛町

上富良野町

中富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村中川町

幌加内町

留萌市

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

稚内市

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町

利尻富士町

幌延町

北見市

網走市

紋別市

美幌町

津別町

斜里町

清里町

小清水町

訓子府町

置戸町

佐呂間町

遠軽町

湧別町

滝上町

興部町

西興部村

雄武町

大空町

室蘭市

苫小牧市

登別市

伊達市

豊浦町

壮瞥町 白老町

厚真町

洞爺湖町

安平町

むかわ町

日高町

平取町

新冠町

浦河町

様似町

えりも町

新ひだか町

帯広市

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町

釧路市
釧路町

厚岸町

浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町

根室市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

※ 現時点で未参画の自治体が計画策定後に参画を希望する場合は適宜追加する

「北海道GX地域未来投資促進基本計画」について

支援措置例 概要 備考

地域未来投資
促進税制

地域経済牽引事業に従って建
物・機械等の設備投資を行う
場合に、法人税等の特別償却
（最大50％）又は税額控除
（最大6％）を受けることがで
きます。

•都道府県の承認に加えて、国
（主務大臣）の確認を受ける
必要があります。
•措置の適用期限は令和９年度
末までです。

固定資産税・
不動産取得税
の課税免除ま
たは不均一課
税

各都道府県・市町村の条例に
より、地域経済牽引事業の実
施に必要な土地・建物等につ
いて、固定資産税・不動産取
得税の課税免除または不均一
課税を受けられる場合があり
ます。

•詳細の要件や適用期限は、各
都道府県・市町村にお問い合
わせください。

日本政策金融
公庫からの固
定金利での融
資

地域経済牽引事業の実施に必
要な資金について、日本政策
金融公庫から固定金利での貸
付けを受けることができます。

•特定事業者を対象とした制度
です。
•制度の利用には、日本政策金
融公庫の審査を受ける必要が
あります。

信用保証協会
による債務保
証

地域経済牽引事業の実施に必
要な資金について、金融機関
等からの借入れの際に、通常
の保証限度額とは別枠で、信
用保証協会による保証を受け
ることができます。

•特定事業者を対象とした制度
です。
•制度の利用には、信用保証協
会の審査を受ける必要があり
ます。

各種予算事業
等による
加点措置・優
遇措置等

地域経済牽引事業者は、各種
予算事業において加点措置・
優遇措置を受けることができ
ます。

―

支援措置の内容(抜粋)

※ 支援措置詳細及びその他の支援措置は経済産業省ＨＰをご参照ください。
※ 各支援措置の適用を受けるためには、それぞれ異なった要件や審査がありま
すので、詳細は経済産業省ＨＰをご確認ください。 8



２．道の支援策
企業立地の促進制度

9



改正の内容
ＧＸ関連産業の誘致に向けた見直し
・「北海道脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための道税の課税の特例に関する条例」（令和6年12月27日
公布、ＧＸ推進のための税制優遇）と整合を取り、８つのＧＸプロジェクト及び新エネルギーについて、現行で未対応の事業
を対象に追加するとともに、限度額の拡充等を行う。

北海道産業振興条例に基づく助成措置（企業立地の促進）の改正

○GX関連産業
・１５億円に引き上げるもの ～ 立地の動きがある半導体、データセンターを引き上げ
・すでに１５億円、１０億円のもの ～ 引き続き重点的に誘致するため、現行の限度額を維持
・補助非対応のものの対象化 ～ 重点的に誘致するため、対象化（限度額１０億円）
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